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特 集 2　COP15 昆明・モントリオール生物多様性枠組解説
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要旨：生物多様性条約の「昆明・モントリオール生物多様性枠組（以下：KMGBF）」は、「枠組」という名前を冠してい
るとおり、単なる目標に留まらず、取組を進めていく上での透明性を高めるメカニズム等も含む、包括的な内容となっ
た。本稿では、強化された計画・モニタリング・報告・レビュー制度（PDCAサイクル）について概説し、同制度が今
後の我が国の国家戦略や施策の実施、日本国内のステークホルダーに与えうる影響について考察した。まず、各国の義
務であった生物多様性国家戦略と国別報告書については、ガイダンスに沿って内容を標準化することが決まった。特に、
世界目標の達成に向けて重点的なモニタリングが必要な項目（指標）を念頭に置いた計画策定・報告が求められること
となり、各国の取組の透明性や比較可能性が強化されることとなった。また、KMGBFの実施状況の進捗を点検する機
会（グローバルレビュー）が生物多様性条約第 17・19回締約国会議（COP17・COP19）に併せて実施されることが新た
に決まり、その点検結果を踏まえて、各国が自ら国家戦略の内容等を改善しうることとされた。これらの要素が揃った
ことで、自然環境政策においても一定の PDCAサイクルが国際的に確立された。今後は生態学から経済活動に及ぶ幅広
い諸データやこれらに立脚する学術研究が、政策の実施状況の進捗や成果を客観的かつ比較可能な形で把握するのに貢
献することが期待される。
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はじめに

　生物多様性条約第 15回締約国会議（COP15）第二部に
おいて採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠
組（以下、KMGBF）」は、2010年に採択された生物多様

性戦略計画 2011-2020及び愛知目標（以下、「愛知目標」と
いう。）の後継として、2030年までの短期目標と 2050年
までの長期目標を盛り込んだ新たな国際合意である
（Secretariat of the Convention on Biological Diversity: SCBD 

2010, 2022a）。同枠組の新規性は目標そのもの以外にも見
られた。その 1つが、計画・モニタリング・報告・レビュ
ー制度を拡充して世界全体の取組の Plan（計画）-Do（実
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施）-Check（測定）-Act（改善）の一連のプロセス、いわゆ
る PDCAサイクルを強化したことである。
　そもそも生物多様性条約（以下、「条約」）には、取組の
PDCAサイクルについて規定した条文として以下のもの
がある。まず、計画に関しては各国がその状況や能力に応
じて生物多様性国家戦略を策定し（第 6条）、その国家戦
略に基づいて実行された取組の結果は国別報告書として
報告（第 26条）する義務があり、「shall」という表現を用
いて規定されている。そして、集まった各国の報告は条約
下の取組の進捗を測るベンチマークとなり、その他の科
学技術上の助言等とともに条約締約国会議 COPに送られ
て検討に供される（第 23条）（United Nations 1992）。世界
全体の取組状況の評価にあたっては、各国の国別報告書
等を基礎として条約事務局が作成する地球規模生物多様
性概況（GBO: Global Biodiversity Outlook）や、近年では生
物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プ
ラットフォーム（IPBES: Intergovernmental Science-Policy 

Platform on Biodiversity and Ecosystem Services）による地球
規模評価報告書をはじめとする各種報告書、学術論文等
が情報源となっていた。
　しかし、2011年から 2020年までの世界目標であった愛
知目標ではこうした PDCAサイクルは十分に機能しなか
った。組織体制として、条約下にはその実施に関する作業
部会（WGRI: Working Group on Review of Implementation）
が 2004年から設けられていた。その後、2014年の第 12回
締約国会議 COP12において、条約の構造とプロセスをよ
り効率化するべく、実施に関して COPへの専門的な助言
や勧告をする補助機関（Subsidiary Body on Implementation: 

SBI）の設置が決定された。その後、WGRIに代わり SBI

が開催されてきたが、その主な所管事務は締約国全体と
しての進捗をレビューすることであり、個々の国の進捗
をレビューするまでには及ばなかった。その結果、締約国
全体のレビューを行っても活動の実施主体である各国の
個別責任は曖昧なままとなり、取組の改善を促す効果が
薄いという課題があった（Ulloa et al. 2018）。
　条約のより詳細な運用面でも、取組状況のレビュー機
能の強化は愛知目標を達成していく上での課題となって
いた。実際、既往研究や 2021年に公表された GBO5によ
れば、愛知目標の問題点として、目標の書きぶりが曖昧か
つ複雑で、各国が設定した国別目標の多く（77％）が愛
知目標と十分整合しておらず、また各国が掲げる目標の
野心度も愛知目標を達成するには十分な水準でなかった
ことが挙げられている。このことから、各国の計画自体や
取組を進捗に応じて向上させていくための仕組みが機能

していなかったことが伺える（Butchart et al. 2016；SCBD 

2020b；Xu et al. 2021；Hughes et al. 2022）。また、愛知目
標の進捗を計測する指標について、目標決定から 6年経過
した 2016年（第 13回締約国会議 COP13）になるまで、一
連の指標群の整理ができておらず、各国の国別報告書で
も十分に利用されていない状況であった（SCBD 2016b；
Bhatt et al. 2020）。さらに、愛知目標の実施に関連する
COPの決定について、どれがどこまで実施に移っている
か等のフォローアップが十分できていなかったことから、
決定事項追跡ツールの開発も行われてきた（SCBD 2021）。
しかし、愛知目標の 10年間では結局当該ツールも開発に
時間がかかってしまい、このツールによる進捗のフォロ
ーアップに目立った成果までは上げられなかった。
　加えて、世界目標の達成は各国政府の取組だけでは困
難であることから、自治体や企業、NGOといった非国家
主体の取組についても重要視する声が高まっていた。し
かし、条約上の義務を負う主体はあくまで締約国であり、
非国家主体は各国内の法制度に基づいて活動している。
また、多国籍企業や国際 NGO等は国境をまたいで活動す
るため、必ずしも国を最小単位とした制度には合わない
可能性もある。このような非国家主体の特性を踏まえつ
つ、透明性やガバナンスを確保しながら世界目標の達成
に向けた取組に巻き込んでいくことが課題として指摘さ
れていた（Kok and Ludwig 2022）。
　こうした経緯を踏まえ、今回の COP15では KMGBFの
達成に向けて、各国の取組の透明性の向上と PDCAサイ
クルの強化という観点で重要な決定がなされた。本稿で
は、第 14回締約国会議 COP14から COP15までの一連の
関連会合についての資料（SCBD 2018a, b, 2022a, b, c, d）
を踏まえ、強化された計画・モニタリング・報告・レビ
ュー制度について概説し、今後の我が国の自然環境政策
に与えうる影響や、生態学から経済活動に及ぶ幅広い諸
データやこれらに立脚する学術研究が果たす役割や好機
について考察する。なお、目標と指標の詳細については池
上ほか（2024）で特集されているため、そちらも参照され
たい。

計画・モニタリング・報告・レビュー制度の全
体像

　KMGBFの実施に向けた計画・モニタリング・報告・
レビュー制度の全体像を図 1に、そのスケジュールを図 2

に示す。今般の COP15第二部では生物多様性国家戦略の
改定・更新、国別報告書の策定・報告、計画と実施状況そ



125

生物多様性の世界目標の新たな PDCAサイクル

れぞれの世界規模レビューといった事項について 2030年
までの作業予定が決定した。他方、同制度の要素として検
討されていた国同士の自主的なレビューと、企業や NGO

等の非国家主体（定義は「非国家主体による参画」を参
照）が掲げる公約に関しては具体的なタイムフレームや
詳細な規定が示されなかった。また、2030年以降の制度
については未定であり、今後の COPで検討されることと
なっている。制度の各要素については以下に詳述する。

計画
　条約上の義務である生物多様性国家戦略の更新（改定
を含む）はKMGBFの実施においても引き続き中心的な行
動計画となるが、新たな取り決めが 2つあった。
　1つは、改定した計画（生物多様性国家戦略）を条約の
オンラインプラットフォーム上に通報する期限を第 16回
締約国会議 COP16までとしたことである。これは、愛知
目標の採択から各国の計画が改定されるまでに長いタイ

図 1．昆明・モントリオール生物多様性枠組における PDCAサイクルの全体像。上図は PDCAサイクル
の概要を、下図は同サイクルと学術界との関わりの例を示している。上図のうち、モニタリング・
報告と点検のボックスが PDCAの C（チェック）に該当する。下図においては、矢印のうちとくに
赤色矢印は、まとまったタイムラグが発生する可能性が見込まれる。
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ムラグがあったという反省に基づいている（SCBD 

2020b）。COP16は 2024年下半期に開催されるため、計画
を改定するための猶予は 2年間与えられている。しかし、
生物多様性国家戦略の策定に当たっては多くのステーク
ホルダーとの調整を要することから、一部の国は 2年間と
いう期限に難色を示していた。そのため、COP16までに
計画策定が間に合わない国には救済措置として、計画の
一部である国別目標のみを先行して決めることも認めら
れることとなった。したがって、COP16までにはすべて
の国が少なくとも国別目標を提示することになる。この
国別目標は KMGBFのゴールとターゲットに整合した内
容とすることが求められる。なお、COP16（2024年）か
ら 2030年までの間に再度目標を出し直すかどうかは現時
点で明確な取り決めがなされていない。
　2つめのポイントはガイダンスに沿った計画の標準化で
ある。愛知目標では各国が独自の様式や指標を用いて計
画を策定したために各国間での野心度の比較ができない、
または情報を統合する上で効率が悪いといった実務上の
問題が生じていた。また、前述のとおり各国の国別目標が
愛知目標と整合していないケースも多く見られた。こう
した課題を解消するため、今次決定においては各国が計
画策定時に含めるべき共通要素を示したガイダンスを採
択した。その内容として特に重要なのは、各国が国別目標
を通報する際に用いる共通の報告様式が定められた点で
ある。KMGBFでは目標ごとに報告すべき指標（詳細は次

項を参照）を定めている。この報告様式はそれらの指標を
使用すること、即ちKMGBFに整合した国別目標を立てる
ことを促す構成となっており、比較可能性が強化されて
いる。
　日本は今般の COP15第二部の成果も踏まえて 2023年 3

月に第 6次生物多様性国家戦略を閣議決定した。よって、
COP16（2024年後半）の策定期限よりも十分先立って取
組を開始したこととなる。

モニタリングと報告
　KMGBFの達成に向けた各国の実施状況については、引
き続き条約上の義務である国別報告書により報告される
こととなった。国別報告書の提出期限は、生物多様性事務
局における分析に必要な期間を見込んで、第 7次報告書を
2026年 2月末までに、第 8次報告書を 2029年 6月末まで
にそれぞれ提出することが決まった。
　ここでの大きな変更点としては、計画と同様、共通の指
標に沿って報告内容を標準化することが必要となったこ
とである。KMGBFでは目標ごとに報告すべき指標を 3段
階に分けて、重要度が高い順にヘッドライン指標、構成要
素（component）指標、補完（complementary）指標を設定
した。国別報告書ではすべての国がヘッドライン指標を
（適当な場合には下位の指標や各国独自の指標も）用いて
取組状況を報告するほか、世界全体での進捗を測るため、
はい／いいえの二択で回答可能な設問にも回答するバイ

図 2．昆明・モントリオール生物多様性枠組における PDCAサイクルのスケジュール。
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ナリ（binary）指標も用いることとなった。こうした一連
の指標群をまとめてモニタリング枠組とし、これによっ
て、報告書の国際的な比較や統合が容易になると期待さ
れている。ただし、その前提として、指標の測定方法の開
発や第 8次国別報告書の共通様式の改良といった今後の
作業が滞りなく進められる必要がある。
　生物多様性はその特性上、目標設定や指標を単一に定
めることができず、生態系の分布によっても優先事項に
地域差が出る。この点は、気候変動の緩和に温室効果ガス
という指標と厳格な算定方法があるのと大きく異なる点
で あ る（United Nations Framework Convention on Climate 

Change 2022）。KMGBFでは複数の世界目標にそれぞれ指
標を設定する構造を取っており、これは SDGsとそのグロ
ーバル指標の関係に類似している。個々の国の自然的特
性等の差異に配慮するため、ヘッドライン指標より下位
の指標を使用するかどうかについては柔軟性があり、か
つ独自の指標を追加的に使用することも妨げられていな
い。

2 つの世界規模での点検
　今回のKMGBFから新たに始まることになったのが2つ
の世界規模の点検である。1つは、各国の生物多様性国家
戦略（特に国別目標）を統合してその野心度を分析し、世
界全体として KMGBFの達成に必要な水準に達している
かどうかを点検するものである。もう 1つは、各国の国別
報告書等に基づき実施に関する世界全体としての進捗状
況を点検するグローバルレビューである。つまり、計画段
階と実施段階での 2段階に分けて世界規模で点検を行う
こととなった。図 2に示すように 2つの点検の頻度には違
いがあり、計画に関する分析は COP毎、つまり 2年に一
度行われる一方で、グローバルレビューは 4年に一度とな
っている。
　PDCAサイクルとするためには、C（Check）の次は A

（Action/Adjust）に繋げなければならない。今次決定にお
いては、4年に一度のグローバルレビューの結果は「各国
が次の生物多様性国家戦略や国別目標（計画）の改定やそ
の実施をする上で考慮される可能性があると認識する」
という抑制的な表現がなされており、レビューを踏まえ
た目標や行動水準の引き上げを各国に求めるには至らな
かった。ただし、レビューの在り方に関しては今後のCOP

において更に検討し、必要に応じて勧告を出すことも決
まっている。また、第 17回締約国会議 COP17と第 19回
締約国会議 COP19の開催国には新枠組の達成に向けた進
捗状況のレビューに当たってハイレベル（閣僚級等）での

討議を設定することが招請されており、これによって生
物多様性を政治的議題に押し上げて新たな公約を促す仕
組みとなっている。
　各点検の情報源にも違いがある。計画（目標）に関する
世界規模での分析では各国の生物多様性国家戦略及び国
別目標が情報源となる。一方、実施状況に関するグローバ
ルレビューでは、各国の国別報告書によってもたらされ
る取組に関する進捗状況の情報だけではなく、その取組
によって生物多様性の状態がどのように変化したかや、
実施のための手段（資金、能力支援、技術協力等）が十分
だったかといった幅広い情報が必要となる。このうち、グ
ローバルレビューに供されるべき科学・技術的情報につ
いては条約第 25 回科学技術助言補助機関会合
（SBSTTA25）が助言を出すことになっている。

新たなPDCAサイクルに関するその他の重要論点

非国家主体による参画
　新たな PDCAサイクルは政府レベルだけでなく非国家
主体にまで及ぶ。ここでいう非国家主体とは先住民及び
地域社会、準国家政府、地方自治体、国際機関、多国間環
境協定、NGO、女性、ユース、研究機関、企業、金融コミ
ュニティ、生物多様性に関連または依存するセクターの
代表を指す。愛知目標では「生物多様性の主流化」という
言葉が初めて盛り込まれ、企業や自治体、消費者である国
民に至る各主体に対して生物多様性への理解や行動を促
してきた（西田 2017）。KMGBFでは愛知目標以上に幅広
い目標が設定され、その範囲は伝統的な自然保護活動の
みならず、民間セクターによる情報開示から個人レベル
での消費行動の変容、意思決定におけるステークホルダ
ーの参画の確保など社会・経済全体に亘る（Díaz et al. 

2019）。したがって、本来的に政府のみでの目標達成は困
難であり、様々な主体によるコミットメントが不可欠で
あるとの認識の下に議論がなされてきた。そうした経緯
も踏まえ、今次決定では非国家主体が直接的及び間接的
に PDCAサイクルに関与することを盛り込んだ。
　まず直接的な関与の方法として、非国家主体にも国内
または世界目標の達成に向けた公約を自主的に掲げ、公
表することが招請された。COP15以前から「人と自然の
ためのシャルムエルシェイク・昆明・モントリオールア
クションアジェンダ」というプラットフォーム（https://

www.cbd.int/portals/action-agenda/ 最終確認日 2023年 1月 7

日）が条約事務局のウェブサイトに設置されており、その
中で公約を掲載することができた。今後も同プラットフ
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ォームに沿ったオンライン上での登録を含め、非国家主
体による公約の更なる報告・追跡メカニズムが策定され
ることとなっている。また、非国家主体には今後ガイダン
スが策定され、公約やその取組結果の報告をより比較可
能で透明性のある形に統一していくことが求められるよ
うになると見込まれる。
　間接的な関与としては、まず各国政府が生物多様性国
家戦略や国別報告書を作成するプロセスに非国家主体を
十分に参画させることが奨励されている。また、国別目標
の策定に用いる共通様式にも任意項目として非国家主体
の公約を記載する欄が用意された。追って公約の実施状
況に関する報告様式も策定される見込みである。
　なお、非国家主体の公約の二重計上は回避する必要が
あるという点も決定に盛り込まれた。今後、非国家主体に
よるプレッジが増加していくと、この計上方法が新たな
行政課題となっていく可能性がある。

国同士の自主的なレビュー
　PDCAサイクルの要素の 1つに挙げられている国同士の
自主的な相互レビューは、2015年以降、生物多様性日本
基金の主導により数か国で試験的に実施されてきたもの
である。これはレビューを希望する国が他国の有識者で
編成されるレビューチームを受け入れ、自らの生物多様
性国家戦略の策定及び実施状況についての机上検討と国
内調査を受けることができる制度である。条約をより効
果的に実施していくための能力支援が主目的であるため、
これまでは開発途上国（以下、途上国）が試験的に利用し
てきたが、相互に教訓を学びあうという目的も踏まえて
引き続き自主的な取組として存続することとなった
（SCBD 2016a）。
　また、相互レビューとは別に、希望する国が自国の進捗
に関して、自ら実施状況をレビューし、専門家による分析
も含めたレビューを受け、公開フォーラムという形で他
国へも教訓を共有するカントリーレビューを試験的に実
施していくことが決まった。

資金、能力構築等の支援
　今般の PDCAサイクル強化により、事務負担が各国や
条約事務局に新たに発生する。また、途上国をはじめ一部
の国においては能力や財政上の制約等により、KMGBFに
沿って計画を策定したり、ヘッドライン指標を用いてモ
ニタリングすること等が難しいケースも想定される。交
渉過程では特に途上国からこうした点が強く指摘され、
その結果、上述した PDCAサイクルの各段階においては

利用可能な人的、財政的な資源に関する情報も等しく扱
われることとなった。
　計画の段階では、前述のガイダンスの中で行動計画と
ともに国家財政計画や能力構築の計画も策定する必要性
が述べられている。この国家財政計画とは、自然環境政策
のための資金ニーズと足元の動員額の差（資金ギャップ）
を埋めるための資金管理・調達計画である（SCBD 2022e）
が、現時点では日本を含め、作成していない国が多い。
　国別目標の共通様式では目標の達成に当たって直面す
る資金や能力面での制約を任意で記載することができる
ようになっている。これらの情報を計画に盛り込むこと
によって取組の実現可能性や持続可能性を高めるととも
に、締約国や国際機関等が提供する資金や能力構築の支
援策を、支援を必要とする（ニーズのある）国に対してよ
り直接的に届けられるよう促進していくことが期待され
る。
　報告の段階も同様で、国別報告書の共通様式には国内
で直面した財政的、人的、技術的な資源の不足について報
告することができるよう記入欄が設けられている。こう
した情報をもとに、COP17と COP19で行われるグローバ
ルレビューでは途上国に対する支援策の拡充についても
議論されることとなる。

新たな PDCAサイクルがもたらす影響

財政的な影響
　新たな PDCAサイクルがもたらす最も大きい影響は新
たな計画策定やモニタリング、報告に係る作業の負担と
それに伴う財政負担である。特に、人員や技術、資金が限
られる国々に対しては日本が COP15で表明した生物多様
性日本基金の増資なども含めた財政や能力面の支援策を
活かし、世界全体として速やかに実施フェーズに移行で
きるよう後押ししていく必要がある（Xu et al. 2021）。愛
知目標の際は資金支援の目標が決まらず 2014年の COP12

において事後的に決定したという経緯があったが、今般
の KMGBFではターゲット 19に具体的な資金支援の目標
額が 2025年までに年 200億ドル、2030年までに年 300億
ドルとして既に設定された。PDCAサイクルの実施に要す
る費用の一部もこうした資金支援で賄われることが見込
まれる。また、国別報告書において、ヘッドライン指標を
用いて資金や能力面での支援に関する情報を各国から個
別に報告する必要がある。そのため、支援を行う国にとっ
ては自国の貢献度合いが明確になる点も愛知目標の時と
の大きな違いとなる。
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非国家主体への影響
　モニタリング・報告段階に使用される指標群は国別報
告書で利用されるだけでなく、企業によるKMGBFに沿っ
た目標設定を促す Science based Targets for Natureなどの民
間主導の取組にも影響を与える可能性がある（Science 

Based Targets Network 2020）。さらに、日本国内の生態学の
研究においても、こうした国際的に共通して使われる指
標を軸に調査・計測を進めることで、研究成果がより有
効活用される可能性がある。こうした変化は、企業や
NGO、研究者等にとっては、小規模であったり局地的な
活動であったとしても世界目標と整合した内容であれば
取組の意義をアピールしやすくなる利点がある。一方で、
上述の指標群を用いて報告できない活動は評価されにく
くなる危険性もある。したがって、すべての主体が
KMGBFに沿って計画・モニタリング・報告する能力を
底上げするような政策やサービスが今後必要となる可能
性がある。世界目標と整合した非国家主体の取組として
想定される一例を挙げると、2030年までに陸と海の 30％
以上を保全する目標がある。同目標の達成に向けては保
護地域または保護地域以外で生物多様性保全に貢献して
いる場所（Other Effective area-based Conservation Measures: 

OECM）の拡大が必要となる。そこで、日本では企業林や
社寺林など地域、企業、団体によって生物多様性の保全が
図られている土地を国際データベース（UNEP-WCMC and 

IUCN 2023）に登録する仕組みを構築し、非国家主体によ
る取組も活用して目標達成を目指している（生物多様性
国家戦略関係省庁連絡会議 2022）。生物多様性の保全にお
いて長年課題とされている資金動員の面でも、各国政府
のみでの調達が困難とされており、非国家主体も含めた
あらゆる財源の活用に期待が高まっている（Xu et al. 

2021）。

PDCAサイクルの今後の課題

モニタリング枠組の構築
　PDCAサイクル全体を通じて使用される指標群（モニタ
リング枠組）については一部が未決定である。特に重要な
のは、報告が必須とされるヘッドライン指標の中にも算
定の方法論が存在しないものが 10個あるという点である
（表 1）。これらの指標に関する未解決課題については、統
計や社会・自然科学分野の専門家等で構成される特別技
術専門家部会（AHTEG）において速やかに議論し、COP16

までに開催される SBI、SBSTTAへ報告することが決まっ
ている。留意点として、AHTEGで議論された指標群は計
画・モニタリング・報告・レビューの制度の中で使用す
るものであるため、制度の運用状況も踏まえて、制度と指
標を一貫性ある議論の下で検証していくことが望まれる。
COP16では指標の見直しの必要性が議論されることとな
っているが、指標は標準化の鍵となる重要な要素である
ため、COP16以降も必要に応じて指標群自体のレビュー
が行われることも重要である。

各国の裁量が大きい制度設計
　「持続可能な開発目標（SDGs: Sustainable Development 

Goals）」やパリ協定などの類似の既存制度（SCBD 2020a）
と比較すると、KMGBFにおける PDCAサイクルは各国の
裁量に委ねられている部分が大きい点が懸念材料と言え
る。まず計画段階についてKMGBFでは国別目標の達成や
そのための国内措置を追究することは義務ではなく、未
達成であった場合の罰則規定もない。また、国別目標は
COP16までに一度提出することになるが、それ以降の更
新時期や頻度については規定がないため、2024年以降に
国別目標または生物多様性国家戦略を再度改定するかど
うかは各国の判断となる。また、グローバルレビューの結

表 1．算定の方法論の開発が必要なヘッドライン指標（訳は著者による）。
ゴール B B.1 Services provided by ecosystems（生態系が提供するサービス）
ゴール C C.1 Indicator on monetary benefits received（受領された金銭的利益に関する指標）

C.2 Indicator on non-monetary benefits（非金銭的利益に関する指標）
ゴール D D.3 Private funding (domestic and international) on conservation and sustainable use of biodiversity and ecosystems（生物多様

性と生態系の保全及び持続可能な利用に係る（国内・国際）民間資金）
ターゲット 1 1.1 Percent of land and seas covered by biodiversity-inclusive spatial plans（生物多様性に関する包括的な土地計画がカバ

ーしている土地と海のパーセント）
ターゲット 2 2.2 Area under restoration（回復下にある面積）
ターゲット 7 7.2 Pesticide environment concentration（農薬環境濃度）
ターゲット 9 9.1 Benefits from the sustainable use of wild species（野生種の持続可能な利用から得られる利益）

9.2 Percentage of the population in traditional occupations（伝統的な職業に就いている人々の割合）
ターゲット 15 15.1 Number of companies reporting on disclosures of risks, dependencies and impacts on biodiversity（生物多様性に関する

リスク、依存度、影響について情報開示し報告している企業の数）



130

友居洋暁・石井颯杜・大澤隆文

果を踏まえて国別目標を引き上げるかどうかも各国の判
断による。パリ協定のように国内目標の引き上げが原則
となっているわけではないため、国内の財政事情等によ
っては野心度を引き下げるケースが出てくる可能性もあ
る（United Nations 2015；Karlsson-Vinkhuyzen et al. 2018）。
そのため、目標や取組の野心度が不合理に後退しないよ
う、計画策定、報告、結果の検証の各プロセスでステーク
ホルダーの十分な参画を確保し、科学に基づく建設的な
批判を通じて国内政策の合意形成をしていくことが重要
となる（Ulloa et al. 2018）。

非国家主体に係る二重計上の問題
　非国家主体の公約の二重計上を回避すべきであること
は確認されたが、実際にどのような調整が必要となるか
は今後の課題と言える。パリ協定第 6条では温室効果ガス
の排出量を取引する市場メカニズムについてクレジット
の二重計上を回避するルールが設定されている。しかし、
KMGBFでは温室効果ガス（t-CO2）のような単一の指標で
はなく、異質性の高い多数の指標が目標設定に用いられ
るため、より複雑なルール設定が必要となる。例えば、あ
る企業が A国と B国にまたがる森林を保全するという目
標を設定した際は、保全される面積に応じて 2国間で同企
業の目標値を按分することが考えられる。他方、2国間を
移動することが知られている移動性生物の保全プロジェ
クトに資金拠出するという公約だった場合、同企業の公
約を 2国間でどう按分すればよいかは明確な答えがない。
よって、二重計上を回避するための方法論の検討は今後
の研究課題となる可能性がある。

制度全体の継続性の向上
　PDCAサイクルの各構成要素のうち、グローバルレビュ
ーについては 2030年までに 2回実施が決まっているもの
の、それ以降の継続は保証されていない。類似制度である
パリ協定（United Nations 2015）のグローバルストックテ
イクが 5年に一度、恒久的に行われることと比較しても、
グローバルレビューは 2030年まで（本枠組の実施期間の
み）の運用といった色合いが強い。PDCAサイクルが一巡
する 2026年以降はそれまでの各国の経験を踏まえてサイ
クルの各構成要素（計画・モニタリング・報告・点検）の
軌道修正を図ることも検討すべきである。また、政策を実
施してから効果が表れるまでにはタイムラグが生じる場
合もあるため、グローバルレビューの実施頻度について
も生態学的な観点から検証していく必要があるだろう。

IPBES 及び生態学の更なる関与
　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）がパリ協定の
グローバルストックテイクにおいて活用されるように、
2012年に設立された IPBESも今後は条約の PDCAサイク
ルへの貢献が期待される（United Nations Framework 

Convention on Climate Change 2018）。その点、IPBESと生
物多様性条約事務局との役割分担や相互連携については
更なる合理化や改善の余地がある。例えば、これまでは生
物多様性条約事務局が GBOを発行し、各国の生物多様性
国家戦略や国別報告書、学術論文等の情報を元に現状の
分析を提供してきた。しかし、近年は IPBESが発行する
地球規模評価報告書をはじめとする各種報告書が生物多
様性の現状を政策決定者に伝えるツールとして存在感を
強めている（大澤 2017；Stevance et al. 2020）。今後は
IPBESによる評価報告書による科学的な分析と GBOによ
る政策的な分析といった住み分けを進めるなどして両者
の作業を合理化することが考えられる（図 1）。その中で、
例えば、各国における国別報告ではカバーしきれなさそ
うな、広範囲における生物種や生態系の分布の変化や、国
際貿易に伴う生物多様性への影響等は、IPBESによる地球
規模や世界 4地域（アジア・オセアニア、アフリカ、アメ
リカ、欧州・中央アジア）での評価が強みを発揮できる可
能性があるだろう。COP15では IPBESがグローバルレビ
ューで果たす役割は明確に規定されなかったが、2028年
第 4四半期から 2029年第 1四半期にかけて第二次地球規
模評価報告書が承認される見込みであり、COP19におけ
るグローバルレビューや 2030年以降の政策決定に資する
情報源としての重要性は高い（SCBD 2022d）。また、IPCC

がシナリオ・モデリングを活用して将来の気候変動予測
を打ち出してきたのと同様に、IPBESも 2030年までに陸
と海の 30％を保全した後に、将来の地球の空間ベースで
の保全をどこまでどう進めるべきか等を検討する選択肢
もあると期待されている（Wilhere 2021）。条約との結びつ
きが強固になることは IPBESの課題として指摘されてい
る政策面での影響力を強化する上でも有効と考えられる
（Stevance et al. 2020）。そして、これら GBOや IPBESによ
る評価を進めるにあたっては、図 1にも示したとおり、今
後も生態学や関連する学術領域と政策との対話が国内外
で進むことが重要であろう。また、生態学の研究を進める
にあたり、図 1に示したような情報の流れを意識すること
で、各研究がどのような政策議論・形成につながってい
くかを理解し、より政策議論・形成に有用な研究を創出
していくこともできよう。
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